
令和６年度

一般会計第１０号補正予算書

京都府与謝郡与謝野町





議案第２９号

令和６年度与謝野町一般会計補正予算(第１０号)

令和６年度与謝野町一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額からそれぞれ２８３，８１０千円を減額し、歳入

歳出予算の総額をそれぞれ１２，１２１，５５６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。

令和７年３月４日提出

与謝野町長 山 添 藤 真
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第２表　繰　越　明　許　費　補　正

(追　加)

1 1

3 1

1

2

3

5

11 3

第３表　債　務　負　担　行　為　補　正

(変　更)

第４表　地　方　債　補　正　

(変　更)

　（単位：千円）

総 務 費 総 務 管 理 費 電算システム管理運営業務 550

民 生 費 社 会 福 祉 費 物価高騰対策生活者支援事業 82,564

農 業 費 農 業 用 施 設 維 持 管 理 事 業 1,826

林 業 費 治 山 事 業 32,999

道 路 維 持 管 理 事 業 16,693

道 路 新 設 改 良 事 業 18,889

河 川 費 河 川 改 修 事 業 73,000

都 市 計 画 費 都 市 下 水 路 施 設 管 理 事 業 1,900

災 害 復 旧 費
公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

道路橋りょう災害復旧事業 14,623

　（単位：千円）

補　正　前 補　正　後

期　　　間 限　　度　　額 期　　　間 限　　度　　額

放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 委 託
令和６年度から
令和９年度まで

226,520
令和６年度から
令和７年度まで

70,471 

　（単位：千円）

限度額

補正前 補正後

こ ど も 園 施 設
整 備 事 業 債

     90,000     81,000 

農業用施設整備事業債      28,100     23,800 

道 路 整 備 事 業 債      44,800     41,600 

河 川 等 整 備 事 業 債      52,600     50,400 

町営住宅整備事業債      33,800     32,200 

消防施設整備事業債      13,200     11,800 

小 学 校 施 設
整 備 事 業 債

      7,100      6,400 

合　　　計     269,600    247,200 

款 項 事　　業　　名 金 額

6 農 林 水 産 業 費

8 土 木 費

2 道 路 橋 り ょ う 費

事　　　　　　項

起債の目的 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

証 書 借 入 れ
又 は
証 券 発 行

 年５.０％以
内

（ただし、利
率見直し方式
で借入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構並びに
銀行等縁故資
金について、
利率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金について
は、その融通条件
により、銀行その
他の場合には、そ
の債権者と協定す
るものとする。
　ただし、町財政
の都合により据置
期間及び償還期間
を短縮し、又は繰
上償還若しくは低
利に借換えするこ
とができる｡
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給与費明細書
1　特　別　職

（単位：千円）

（人）

7,300

(3.30月分)

15,321

(3.30月分)

その他の
特 別 職

51,700 0 0 0 51,700 0 51,700

計 18 99,586 22,116 22,621 9,564 153,887 21,444 175,331

7,520

(3.10月分)

16,276

(3.40月分)

その他の
特 別 職

53,050 0 0 0 53,050 0 53,050

計 19 102,370 22,116 23,796 9,564 157,846 21,521 179,367

その他の
特 別 職

△ 1,350 0 0 0 △ 1,350 0 △ 1,350

計 △ 1 △ 2,784 0 △ 1,175 0 △ 3,959 △ 77 △ 4,036

2　一　般　職
　(1)　総　括

（単位：千円）

（人）

225

(370)

225

(372)

0

(△2)

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管 理 職
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

単身赴任
手　　当

補正後 24,204 8,432 12,150 338 42,476 174 1,074 17,518 670 648

補正前 24,204 8,432 12,150 338 44,105 414 1,074 17,518 726 648

比　較 0 0 0 0 △ 1,629 △ 240 0 0 △ 56 0

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

計

補正後 276,922 228,493 14,310 109,620 44,599 781,628

補正前 283,961 233,420 14,310 109,620 35,293 786,213

比　較 △ 7,039 △ 4,927 0 0 9,306 △ 4,585

※（ ）内は短時間再任用職員及びパートタイム会計年度任用職員の合計数で外書きである。

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料

期末手当
（年間支給率）

その他
の手当

計

補正後

長　等 3 0 22,116 9,564 38,980 6,010 44,990 教育長を含む

議　員 15 47,886 0 0 63,207 15,434 78,641

補正前

長　等 3 0 22,116 9,564 39,200 6,087 45,287 教育長を含む

議　員 16 49,320 0 0 65,596 15,434 81,030

比　較

長　等 0 0 0 △ 220 0 △ 220 △ 77 △ 297 教育長を含む

議　員 △ 1 △ 1,434 0 △ 955 0 △ 2,389 0 △ 2,389

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 580,936 819,754 781,628 2,182,318 377,013 2,559,331

補正前 587,977 820,209 786,213 2,194,399 385,578 2,579,977

比　較 △ 7,041 △ 455 △ 4,585 △ 12,081 △ 8,565 △ 20,646

職員手当
の 内 訳
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　　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（人）

225

(0)

225

(0)

0

(0)

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管 理 職
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

単身赴任
手　　当

補正後 24,204 8,432 12,150 338 42,476 174 1,074 17,518 670 648

補正前 24,204 8,432 12,150 338 44,105 414 1,074 17,518 726 648

比　較 0 0 0 0 △ 1,629 △ 240 0 0 △ 56 0

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

計

補正後 185,391 151,749 14,310 109,620 44,599 613,353

補正前 188,691 153,849 14,310 109,620 35,293 611,372

比　較 △ 3,300 △ 2,100 0 0 9,306 1,981

※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

　　　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（人）

0

(370)

0

(372)

0

(△2)

区　分 期末手当 勤勉手当 計

補正後 91,531 76,744 168,275

補正前 95,270 79,571 174,841

比　較 △ 3,739 △ 2,827 △ 6,566

※（ ）内はパートタイム会計年度任用職員数で外書きである。

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 0 819,754 613,353 1,433,107 261,723 1,694,830

補正前 0 820,209 611,372 1,431,581 261,923 1,693,504

比　較 0 △ 455 1,981 1,526 △ 200 1,326

職員手当
の 内 訳

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 580,936 0 168,275 749,211 115,290 864,501

補正前 587,977 0 174,841 762,818 123,655 886,473

比　較 △ 7,041 0 △ 6,566 △ 13,607 △ 8,365 △ 21,972

職員手当
の 内 訳
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　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

増減額

給料 △ 455 △ 455

職員手当 1,981 1,981 扶養手当 0

住居手当 0

通勤手当 0

特殊勤務手当 0

時間外勤務手当 △ 1,629

休日勤務手当 △ 240

宿日直手当 0

管理職手当 0

管理職員特別勤務手当 △ 56

単身赴任手当 0

期末手当 △ 3,300

勤勉手当 △ 2,100

0

0

9,306 応募認定（早期退職者）分

　(3)　給料及び職員手当の状況
　　　　ア　職員１人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

区分 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

その他の増減分

その他の増減分

児童手当

退職手当組合負担金

退手組合特別負担金

区　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額（円） 302,126 290,667

平均給与月額（円） 325,739 299,627

平 均 年 齢（歳） 43歳11月 56歳9月

平均給料月額（円） 302,996 289,640

平均給与月額（円） 326,338 298,600

平 均 年 齢（歳） 43歳9月 56歳6月

国の制度

行政職（一） 行政職（二）

高　校　卒 188,000 185,700 188,000 185,700

短　大　卒 204,400 - 204,400 -

大　学　卒 220,000 - 220,000 -

補正後

補正前

区　　分 一般行政職 技能労務職

-63-



　　　　ウ　級別職員数

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

1級 5 2.3 1級 2 13.3 

2級 20 9.7 2級 0 0.0 

3級 114 54.5 3級 13 86.7 

4級 29 13.9 

5級 27 12.9 

6級 14 6.7 

計 209 100.0 計 15 100.0 

0.0 

1級 8 3.7 1級 2 13.3 

2級 20 9.6 2級 0 0.0 

3級 112 53.3 3級 13 86.7 

4級 29 13.8 

5級 27 12.9 

6級 14 6.7 

計 210 100.0 計 15 100.0 

0.0 
※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

（級別の標準的な職務内容）
　一般行政職（令和6年4月1日現在）

　技能労務職

一般行政職 技能労務職

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的な業務を行う職務

2級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

3級  係長、主任又は主査の職務

4級
 (1)　課長、局長、次長、所長又は園長を補佐する職務
 (2)　困難な業務を行う係長の職務

5級  所長、園長又は主幹の職務

6級  参事、課長、局長又は次長の職務

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的又は補助的な作業を行う職務

2級  技能又は経験を必要とする作業を行う職務

3級  高度の技能又は経験を必要とする作業を行う職務

区　分

補正後

補正前
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　　　　エ　期末手当・勤勉手当

※（ ）内は再任用職員

　　　　オ　特殊勤務手当

　　　　カ　その他の手当

※(2)及び(3)は、会計年度任用職員を含まない。

支給期別支給率 支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

2.25 2.35 4.60 

（1.175） （1.225） （2.4）

給料総額に対する比率（％） 0.04

支給対象職員の比率　（％） 0.89 し尿処理業務従事手当2名

代表的な特殊勤務手当の名称
・社会福祉業務従事手当・し尿処理業務従事手当
・有害鳥獣処理業務従事手当

区　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同じ

住居手当 同じ

通勤手当 同じ

区　分
職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考

令和6年度 有

区　分 支給対象職員／全職員 備考
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 地方債の令和４年度末及び令和５年度末における現在高並びに令和６年度における

 現在高の見込みに関する調書

 （単位 千円）

１．公共事業等債 141,220 124,606 39,600 16,058 148,148

２．防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 1,083,329 990,560 0 93,148 897,412

３．公営住宅建設事業債 196,468 154,930 0 42,047 112,883

４．災害復旧事業債 135,183 111,948 6,600 19,877 98,671

５．（旧）緊急防災・減災事業債 0 0 0 0 0

６．全国防災事業債 166,722 141,919 0 24,834 117,085

７．学校教育施設等整備事業債 159,415 135,095 0 24,321 110,774

８．一般廃棄物処理事業債 179,213 165,426 0 13,787 151,639

９．一般補助施設整備等事業債 232,846 195,832 8,200 37,014 167,018

10．施設整備事業債 406,457 376,775 0 29,882 346,893

11．一般単独事業債 5,865,517 5,193,088 193,800 668,611 4,718,277

12．辺地対策事業債 171,035 132,829 0 34,347 98,482

13．過疎対策事業債 310,200 664,600 340,300 14,769 990,131

14．厚生福祉施設整備事業債 0 0 0 0 0

15．地域改善対策特定事業債 0 0 0 0 0

16．財源対策債 46,922 39,879 0 7,121 32,758

17．臨時財政特例債 0 0 0 0 0

18．減税補てん債 10,580 5,895 0 3,362 2,533

19．臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

20．臨時財政対策債 4,024,154 3,656,297 16,288 390,917 3,281,668

21．減収補てん債 18,700 18,700 0 1,095 17,605

22．調整債 0 0 0 0 0

23．京都府貸付金 0 0 0 0 0

24．その他 1,368 998 0 373 625

小　　　　　計 13,149,329 12,109,377 604,788 1,421,563 11,292,602

25．特定資金公共投資事業債 0 0 0 0 0

26．災害援護資金 0 0 0 0 0

合　　　　計 13,149,329 12,109,377 604,788 1,421,563 11,292,602

＊令和6年度中起債見込額には、令和5年度からの明許繰越額168,900千円を含む。

令和6年度中増減見込

区　　　　分
令 和 4 年 度
末 現 在 高

令 和 5 年 度
末 現 在 高

令 和 6 年 度 末
現 在 高 見 込 額令 和 6 年 度 中

起 債 見 込 額
令 和 6 年 度 中
元金償還見込額
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